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一般財団法人　日中経済協会
担当：総務部

賛助会員制度のご案内

　当協会は、日中国交正常化以前において、重要なパイプ役を果たした「LT貿易」
の廖承志・高碕逹之助事務所、「MT貿易」の日中覚書貿易事務所がそれぞれ築い
た信頼関係と業務を継承し公益法人として設立されました。

　日中経済関係の健全な発展を願い相互理解を一層促進するために、当協会発足以
来毎年派遣する日中経済協会訪中代表団をはじめ、中国政府及び各界のトップリー
ダーの訪日招聘、地方省市の指導者レベルでの交流など、我が国経済産業界の窓口
として広範多岐にわたる事業活動を展開しています。

一般財団法人日中経済協会

（トヨタ自動車株式会社 名誉会長）
会長 張　富士夫

ご挨拶
日中経済協会の企業支援サービス

日中経済協会とは

　日中経済協会は、日中国交正常化が実現した
1972年の11月22日に、我が国の通商産業省
および経済団体連合会などをはじめとし、広範な
産業界の支援のもとに設立された日中経済関係の
専門団体です。

　日中関係は40年を越える交流往来の歴史のなかで、様々な課題や困難を乗り越え
発展してきています。また、日中経済貿易関係も2012年の貿易総額が約3337億
ドルとなるなど、中国は引き続き我が国最大の貿易相手国として、日中両国間の往
来はますます広範かつ緊密なものとなってきております。

　日中経済協会としても長期的視点に立ち、引き続き日中経済貿易関係の健全かつ
安定した発展の実現に貢献していく所存ですので、皆様のご支援とご協力を宜しく
お願い致します。

　長年にわたる対中交流の実績と豊富なノウハウを活用し、我が国企業の対中ビジネスを支援します。様々な交流活動や海外
事務所等を通じて収集する最新の情報・データを、各種講演会・セミナーや出版資料、ホームページ等により提供しています。
　特に、賛助会員企業に対しては、会員優先の交流機会の提供、優遇価格での出版資料の提供、ホームページ掲載情報への
アクセス等において便益を図っています。

中国の中央各機関・地方政府等への
ビジネスアプローチの支援

講演会・シンポジウム・セミナー等の開催

中国ビジネス人材の育成支援

業種別・地域別視察団の派遣

中国の経済社会動向・
投資環境整備等関連情報の提供

中国ビジネスをめぐる個別コンサルティング
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中国中央政府・各省市人民政府へのアプローチ

■ 賛助会費

■ お申し込み

3

4

5

6

当協会の定期刊行物である「日中経協ジャーナル」、「中国経済データハンドブック」、
「中国投資ハンドブック」、「日中経済産業白書」など出版資料をはじめ、ホームページ
掲載情報など、大きく変化する中国の実情に関する最新の情報を提供します。また、
当協会の資料室に毎年収集している中国の地域別・業種別の豊富な各種統計・年鑑類を
ご利用いただけます。

中国の経済動向や制度情報等ホットな話題をめぐる講演会・シンポジウム・セミナー、また中国
各地の地方政府が日本で開催する投資貿易説明会等をご案内します。これらの活動は、最新の生き
た情報の入手、商機の発掘にご活用いただけます。

中国の投資環境をめぐる基本状況と最新の変化を取りまとめた「中国投資ハンドブック」を我が国
企業に提供するほか、「マンスリー中国法務相談交流会」など、個別企業の新規進出案件や既存日系
企業のトラブルをめぐる相談やコンサルティングを行なっています。また、中国における当協会現地
事務所の法律・会計等専門家のネットワークを活用し、既存進出企業からのご相談に応じて問題解決
のお手伝いをします。

中国の現地企業経営管理担当予定者や中国事業統括者等を対象として、経営判断に資する最新情報を
提供することを目的とした「中国経営管理研修・イブニングセミナー」などを通じて、対中ビジネス
人材の育成を支援します。

中国国内で定期的に開催される投資・貿易・産業をめぐる様々な展覧会・博覧会への参加や特定業
種の専門的な訪中視察団への参加をご案内します。当協会が組織し派遣する視察団は上層指導部へ
のアプローチが容易であり、また様々な便宜を受けることができます。

中国の国務院及び経済関係官庁との直接対話を行なう日中経済協会訪中代表団等のハイ
レベルミッション派遣、中国政府要人及び地方政府トップの来日機会を捉えての直接対
話などを通じて、相互関係の構築とビジネスアプローチを支援します。

「日中経協ジャーナル」（毎月）、
「中国経済データハンドブック」
（毎年）、などの各種刊行物・報
告書をお送りします。
またホームページ会員専用欄の
閲覧、資料室の利用の他、諸活
動への参加をはじめ各種サービ
スや個別のご相談をお受け頂く
ことが出来ます。

「賛助会員申込書」に必要事項をご記入のうえ、本部または関西本部宛に
お申し込み下さい。

日中経協ジャーナル

温家宝総理から「日中友好貢献奨」を受賞（2010年5月）

法務労務問題セミナー

中国経営管理研修・イブニングセミナー

重慶商談会への参加

2012中国泰州（東京）投資説明会

対中ビジネスの必携書

日中経済協会等日中7団体主催による
習近平国家副主席訪日歓迎会（2009年12月）

東京で開催の第7回日中省エネルギー環境総合フォーラム
（2012年6月）

2012年日中経済協力会議―於黒龍江
（2012年8月）

第34回日中経済協会訪中代表団で胡錦濤国家主席と会見
（2008年9月）

日本経団連、日中経済協会等５団体主催による胡錦濤国家主席訪日歓迎会
（2008年5月）

温家宝国務院総理と会見する第33回日中経済協会訪中代表団
（2007年9月）

第38回日中経済協会訪中代表団で李源潮国家副主席と会見
（2013年3月）ご
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一般財団法人日中経済協会 

2013 年 7 月 

１．活動趣旨 

中国における大気汚染問題を改善するための協力ネットワークは、一般財団法人日中経

済協会会員約 300 社、及び日中省エネルギー・環境ビジネス推進協議会（JC－BASE）会

員約 400 社のネットワークによって、日本において大気汚染を克服してきた知見、経験、

技術、設備等の中国への紹介、活用を通じて、問題改善への貢献を目的とするもの。 

 

２．組織 

（１）メンバー 

一般財団法人日中経済協会会員約 300 社、JC－BASE 会員約 400 社をネットワークの

対象とする。 

（２）幹事会 

①大気の汚染対策分野に豊富な知見を有する企業をメンバーとして、また政府・政府関

係機関及び地方自治体の協力を得て、幹事会を設置する。 

メンバー：トヨタ自動車、電源開発、川崎重工業、東芝、日立製作所、JX、日揮等 

オブザーバー： 

政府機関 経済産業省、環境省、外務省 

政府関係機関 独立行政法人国際協力機構(JICA)、独立行政法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構(NEDO)、独立行政法人日本貿易振興機構

(JETRO)等 

関係自治体、関係機関 東京都、川崎市、福岡県、北九州市、三重県、四日市市 

国際環境技術移転センター（ICETT）等 

②幹事会は、下記３の活動が円滑に進展するために、随時会合を開き、連絡・調整を行

う。 

 ③在日中国大使館と必要に応じて連絡を取る。 

（３）事務局 

日中経済協会が事務局を担う。 

 

３．活動内容 

（１） 中国側からの要請に応じて、専門家の派遣、訪日団の受入れ、日中での交流会の開

催などを実施。 

（２） 日本において大気汚染を克服してきた知見、経験、技術、設備等、ハード、ソフト

両面の内容を持つ大気汚染の改善に関する日本の協力可能事項一覧を作成する（こ

の作成には 2～3 ヶ月を要する）。 

 




